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Reslearch and development activities of the WE-NET Phase 1 (FY1993-19D8) finished 

suceessfully at the end of March， 1999 and the Phase II program (FY199D-2003) started 

from April in succession 
In the Phase II we will give higher priority to the R&D on technologies that we expect to 
be eommercialized in the nearfuture 10 years) and in the mid-future (10-20 
years from now). And we wiU continu、ethe lonε-term R&D on which the research effort 
was focussed in the Phase 1. The main re卜mltsof the Phase 1 will be surveyed and the 

detail討ofthe Phase II plan will be introduced in this paper. 

1 まじめに

1997年 12月に京都で開催された気候変重排同且み集拘

第 :3[8"1締約国会諏COP坊におし、て、温量ヨカ果ガス(CO!.、

メタン、唖!~rヒ主素、 HFC、 PFC、 SF6)を、 2008年~2012

年の間に基準年(19日)年)に比べ、先進国全{z~少なくと

もヨ%、わが到の場合は 6%削減するとしづ内容の、拘束

/](})ある数イ直目標を含む京都議定書が全会致で採択さ

れノ1:こf】「わが国の 1000年比のC02排出量は閥、卜|主要因に

比較し)て高し神ひ津例年現在で、 H剃年比似以臼)1出

v立与〉を示してし、る。このため京朝議定書の6%削減目標の
達成に備え、早い閥3皆からの準備が必要である。後送り、す

ればする紅、対策はドラスティックになるおそれがある

(m98年3月6日、中央環境審議会答申)0J地主防副長化プj、

スG机 U(:.ì(Ycl削減としづ目標値は従来わが国が「地劇~;V変

化財]1J:行動計両lJ(1D90年 10月23日地球環境供全に関す

る関係閣僚会議決おで示してきた「ー人当たりのCO:2排

円長;について、 2∞0年以降概ねJl9日)年レベルでの安J主
化を[火!る。JrCO:2総排出量が2C泊o年以降概ね1的O年ン

ベルで安定化するよう努める。」としづ方針に比べても、

はるかに厳しいものとなっている。

去一、世界のエネルギー消費は増大しつつあり、化ぞ改然

料の枯渇なし 1し価格上昇が危倶される中、これに替わる新

たなエネルギー源が求められている。このような期待に応

えるには、世界に広くかっ豊富にR向干するクリーンな再生

可能エネルギーの地球規模で、の導入を図ることが重要で

ある。しかし、再生可能エネノレギ-1土出掛旬こ偏主してお

り、その主までは長E踊餅送、貯蔵が出来加、こと等によ

り、限定的な利用に止まっている。これを地球規模で効率

的こ利用するためには、世界各地のJ議々な手重類・形態の再

生可能コ二ネルギーを白劃〉ら侃重、消費段階まで一貫して

取り扱える二次エネルギ一体系の確立が必要で、あるコその

媒体として、環境負荷が最も少ないといわれる水素エネル

ギーに支;げる期待は大きし九水素は、再牛可能エネノレギー

の輸送。貯蔵を可能とすることにより、化石燃料と同様の

国際市場による取り引きを可能とし、国際エネルギ→場合

の多.t~討ヒ・安定化に資するとともに、クリーンなエネノレギ

ーの大規模な導入を促進するものと考えられる。

同事>NETプロジェクトは、このようは考え方を基本と

して阪府年度(平成5年周より発足したフ〉ロジェクトで

あり、昨年度(l9D8年却で第I期研究開発を終了し、本

年度(Jl的9年度3より第H期計画がスタートしたの本稿で

は、 wl子NET第 I期で取り組んだ、7;<'素エネルギ-1:話荷開

発がどこまで進んだかを報告させてレ、ただくとともに、第
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n期計画の概容を紹介させていただく O

2. WE-NETプロジェクトの概要

2.1全体構想

(1)水素エネルギーへの期待

地J~司副謝七を始めとする地球環境問題の顕在化により、

環境負荷の少ないエネルギーの世界的な規模による導入

が期待されてしも。一方、世界のエネルギー消費fj増大し

つつあり、化石燃料の柿倍加、し価名上昇が佐倶されるな

か、これに替わる新たなエネルギー源が求められている。

このような期待に応えるには、世界に広くかっ豊富に賦

存する、クリーンな再生可能エネルギーの土師求規模で、の導

入を図ることが重要である。しかし、再生可能エネルギー

出出或的に偏在しており、そのままでは長岡齢述、貯蔵

が出来こないことなどにより、限定的な利用に止まっている。

これを地球規模で効率的こ利用するには、世界各地に桐生

する様々な種類・形態の再生可能エネルギーを、生産から

流通、消費段階まで賞して取り扱える二次エネルギ→本

系として確立する必要がある。その媒体には、環境負荷が

最少といわれる水素エネルギーに対する期待が大きい。

水素は、再生可能エネルギーの輸送・貯蔵を可能とする

ことにより、化石燃料と同様の国際市場における取りヲ|き

を可能とし、国際エネルギ」悌合の多樹七・安定化に資す

るとともに、クリーンエネルギーの大規模導入を促進する

ものと考えられる。また、豊かな再生可能エネルギーが賦

存する国にとっては、水素は、輸出エネルギーとして当該

国の産業振興にも貢献し得るものと考えられる。

(2)日TE-NETプロジェクトの目的

本プロジェクトは、このため、発展途上国等に未利用の

形で豊富に前生する水力、太Jあt、風力等の再生可能エネ

ルギーを水素等の輸送可能な形に転換し、世界の需要地に

輸送し、発電、輸品用燃料、都市ガス等の広範な分野で利

用するネットワークの導入を可能とすることを目的とす

るものであり、そのために必要な中核的な要素樹?の開発

及びシステム設計等を総借切こ推進する。これにより、世

界的規模での温罫燥ガスの排出削減、国際エネルギー需

資料

給の緩和等エネルギー・環境問題の同時解決に資する。

(3)ブコロジェクトのタイムスケジュール

以上の構想、を葉見するために、表1のようなタイムスケ

ジュールにより研究開発を進める計画である。ただし、現

昧克では、このうち第H期計画までが「研究開発基本計画」

として決定されており、第皿期以降の計画は、先行期の成

果の許可面を踏まえて、新たに基本計画が決定される。

2.2第I期研究開発基本計画

①研究開発期間:平成，5----10年度 (6年間)

②研究開発費総額:約 1∞億円

@澗究開発項目および目標:表2

3.第I期研究開発全体の総括

3.1プロジェクト讃十、目的に関する総括

(1)長期目的 1997年末のCOP3における「王者蟻定書j

の採決など、地五封印嘉七ガス排出自械の品曜は益々厳しく

なっている状況から、水素を二次エネルギーとする再生可

能エネルギー供給・利用のネットワーク(WE-NETシステ

ム)構築のための中核要素t話持開発とし 1うプロジェクト目

的は妥当なもので、あった。

(2)フOロジェクト設計. プ口、ジェクトの全体構想、が長期

にわたるにも拘らず、明TE-NETシステムの実用化に至る

まで、のプロセスを必ずしも明確に提示で、きなかった点で、

プロジェクト設計上問題があっ乞「現院点で最もあり得

るであろうかk素)導入の道筋を描き、それに基づいて研究

開発戦略を立てることが、水素エネルギーの実用化に向け

た研究開発としては重要である。J(プレ最終長引面報告書、

1998年5月)。また「第I期におし 1ては、材各的な実用化

E却皆に雫る道筋としてどのようなシナリオがあるか、とし 1

った時間時住移を伴う分析に(中略)不十分な面があり、更

なる検言材1必要である。J(同上)。

(3)長期構想、例確実性:プロジェクト全イ構想、で描し 1

たWE-NETシステムは、長期的将来に実見される可能性

のある様々なエネルギーシステムの中の一つのオフ。ショ

ンであり、日TE-NETシステムのみが実見されるべき唯一

のシステムとは言えない。長期将来における水素エネルギ

-32-
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._7)位置づけがどうなるか、についてもヌ向あ主要因が多しL

このことから、プロジェクト権在、としては、日TE-]¥JET

システムを一つのモデルとして想定するに止め、水素エネ

ルギャーに係る重要な要素t訴時の開発に重点を置くべきで

ある、 との羽土半IjもあったO

プロジェクト全体構想、は実際に、 WE-NE'I'システム

構築としづ長期の戦略的目的に合わせて、水素製造貯

f議・輸政一利用のそれぞれのプロセスに一つの代表的技術

を割り振り、大規模輸送・大規模集中手i聞のシステムイメ

ージに基づく技制i開発とし 1う構想、になってし吃唱そのため、

例えば、水素手Ij用t矧~fこっしては、水素股ミ焼ターーヒゃンの開

発iこ研究予算のおよそ半分が集中され、他の利用t局間ま調

査研究に止めるという、やや硬直したブコロジェクト設計で

あったことは否めない。

ゆ水素自動車関連t話好開発への耳文京且みの遅れ : 水素白

動車関連技術への取組みに遅れを生じアこ。プロジェクト発

上田寺におし

をrIJめるとの諒哉はあったものの、今日世府内に研究開発

が急進展している状況については、寸づテ予測ユ尋なか・つt~

199，5年度の基本計配匁Jfこ当たって、水素の分散利用

を罫見するとの方針が立てられたが、具f柏句lこは自動車へ

の適用を前提とした新規青↑封包水素助議合金に関し、新た

な日標設定を行い、研究開発に着手したに止まった。

12全体構想の見直し

~jJJiの総括に基づき、「日TE-NET第E期研究開発基本計

i両(菊」を櫛ナするに当たり全f構想、の見直しを行った。

その概要は以下の通りである。

長期目的E野寺 WE-NETシステム構築は、長期目

的として第II期以降においても堅持する。

(2)短・中期実用化構想、の導入:長期に加えて短期及び

中期の研究開発項目を設定し、時系列的に研究開発出果の

実ノ干j化を図ることにより、水素エネルギーの宅住への導入

を促進する。

-短期研究開発項目 2010年頃までに成果の実用化

が期待できるもの

(伊D水素自動車問車技術、水素供給ステーション

資料

実用化が期待できるもの

(伊ゆ水素ディーゼ、ノレコージェネレーション、

・長期研究開発項目 2020"'2030年頃の間に成果の

実用化が期待できるもの

(仰水素製自腕、液体水素輸送・貯樹姉。

第 i期全体、ンステムの中の水素導入予測の研郊吉果で、

は、水素コストの低下等の条件のもとで、 WE-NETシス

テムによる水素エネルギーの導入は 2030年"'40年頃に

始まり、 2040年で、わが国のエネルギ」唱鴇合の約3.5%を

占めるであろうことが示された。しかし、水素エネルギー

の導入は 2030 年-~40 年ごろ数日として始まるわけでは

なく、水素を用いることによる利点が見出される分野につ

いては近い将来、あるいは中期的将来における実用化をは

かり、これらの時系列上のつみ重ねの結果として、水素導

入予断弄究の結果にしめされたような水素導入が実現さ

れるものと考えるのが合理的で、ある。

ど、再生可能エネルギーによらない水素で、あっても、水素

の製造から利用に至るまでの全体での環境負荷を考慮し

て水素の利点が見出される場合には、水素源として積極的

に視野に入れる。

その例は、天然ガスの水蒸気改質、メタノールの*蒸

気改質、オフピーク電力をを用いる水割卒、副生水素、等

である。バイオマスについては、わが国の資源量、経済性

の面で問題があるが、少なくともローカルなエネルギー源

として考慮する必要があろう。

(却水素分散利用技術の覇見:第I期において、水素利

用槻'Tが水素燃)尭ターヒ、、ンに集中していたのを改め、多様

な分開Ij用指~Tを研究開発対象とする。特に、水素エネル

ギ-1:話府開発をめぐる世界の動向は、 21世諸説mi頁の 10

年問、水素燃料電也自動車が中心になると予測されること、

及び、この分野の技林市再発への固としてのとり組みの遅れ

をとり戻すために、水素#場合ステーションの開発など水素

燃料電池自動車関連の槻f開発を重視する。

わが国自動車産業界は独自に水素燃料電池自動車の開

発にと V)iHl.}υで、しもが、燃料水素の供給インフラ整備につ

いては、国の技術開発に対する期待が大きい。

新規高性能水素吸蔵合金 (5)水素燃焼ターヒ。ンの独立フ。口ジーエクト化

• ql期研究開発項目 2010----2020年頃の聞に成果の 第 I期研究開発過程で一貫して受けた批判の一つは

--33-
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「水素焼槻ターピ、ンは本当に実用化の見通しがあるのか」

というもので、あった水素燃焼ターとやンは、水素エネルギ

ーが本格的に社会導入される時期には、大規模・集中型発

詣腕のーっとして水素利用制Tの重要な柱となるであ

ろうが、実用化の時期を長期将来<2020"-'2030年ごろ)と

見て、それまでの間延々と研究開発を継続するとしづ考え

方は説得力が弱かった。

第 I期における水素照娩ターヒ、、ンの研究開発成果を出

来るだけ早期に実用化するためには、水素最長境タービンの

基本要素燃焼市iJi制崩守を除く)を活かしつつ、天然ガスを

燃料とする天然ガス/糊篠燃J尭ガスタービンを開発す

ることが望ましい。この方王切場合、タービン作動媒体は

水蒸気と炭酸ガスの混合ガスとなるため炭酸ガスの回収

が容易となることから、炭酸ガス分離・回収装置を付加す

ることにより炭臣室ガス無場ド出ガスタービンとなる。このガ

スターピ、ンは中期的見通しで、実用化が図れる、との言寄哉に

基づき、水素燃焼ターヒゃンは第H期の研究開発項目から一

時切り離し、独立のプロジェクト「炭酸ガス回収対応高効

率ガスタービンの開発」として継続することとした。同プ

ロジェクトの成果i士、天然ガス燃料の高効率ガスタービン

として実用化を図るとともに WE-NETプロジェクトの

第皿期以降の計画の中に再度移転し、水素燃焼ターピ、ンの

開発につなげてゆく。

4.第I期研究開発の主な成果

4. 1全体システム

(1)全体システム概念設計

水力資源等の豊富な海外で水力発電を行い、その電力

を固体面士子電解質水電解法により水素に変換し、需要地

に輸送・貯蔵し、最終的に水素燃焼タービンにより智1を

再生・利用するシステムにおいて、水素の輸j岩某体として

液体水素、メタノール、アンモニアを用いるケースにつき

システム設計を行い、エネルギーバランスよび水素燃焼タ

ービン発電コストを指標とする経済f長刊面を行ったO

各システムの構成を図 1に、エネルギーバランスを表

3に、また経済性試算結果を表41こ示す。

アンモニアシステムの場合、アンモニア合成用の原料

窒素は水素製造サイトで液体空気の分溜により製造する。

メタノールシステムで、必要な炭素源は石炭を想定し、水

素製造サイトで石炭部分酸化により製造した一酸化炭素

資料

と水電解で製宣した水素とからメタノールを合成する。

表 3に示したとおり、メタノーノレシステムの場合、シス

テム投入エネルギーの 52.7%は水力発電電力、 47.3%は

石炭からのエネルギーより成る。またメタノーノレシステ

ムでは、需要地で発生する C02を回収する場合と、未回

収の場合について発電コストを評価した。

液体水素、ンステムの場合、システム去来字、すなわち最

終的に需要地で再生・悌合できる電力は、エネルギー供

京釘則でのシステム受け入れ電力の 38%である。これに対

し、メタノールシステムの効率は、C02未回収として25%、

アンモニアシステムc'は23%である。一方発電コストは

メタノールシステム(C02未回lωが最も安く、液体水素、ン

ステムとアンモニアシステムがほぼ同等である。システ

ム効率が悪く、かっ発電コストの高いアンモニアシステ

ムはあまり有利ではない。システム効率の高し1液体水素

システムはコスト負担も大きい、としづ結果となったο

平成10年度における見直しのポイントは、研究開発の

進協こともなって、水素鎚宣装置ヰヲk素燃焼ターヒ、、ン用冷

索開j用酸素製造装置等の設備費見積もりがより精度を増

したことである。液体水素システムを例にとると、発電コ

ストは 25.5円/kWhとなり、第一次評価に比べ、約 7

円/k川市のコスト低下となったO

(まとめ)

⑪夜体水素、ンステム、 C02回収メタノールシステム、アン

モニアシステム間で、は、発電コストに大幅な差はない。

②メタノールシステムにおいて、C02を回収処理しない場

合でも、メタノール合成に必要な水素は再生可能エネルギ

ーを用いて製をするので、この分〈エネルギーバランスー上、

石炭からのエネルギー47.3%、再生可能エネルギー52.7%)

はC02排出自l跡或に寄与するo C02未回収メタノールシス

テムは最も経済性が良い。

③いすすしのシステムにおいても、要素f踊~Tの効率向上や、

設備費の最適化により、コスト低減の可能「生があるので、

今後の研究開発により経済性の向上が期寺できる。第一次

経済問面(平成6・8年却におして液体水素システムの需要

地発電コストが32.6円A品品である点は、このシステム、

ひいては WE-NETシステムの努見性に多大の疑問を呼

ひ泡こしたことは否めない。新エネルギーは市場経済性の

面のみからで、は既存エネルギーと競合するのは困難であ

るとはいえ、過大な経済負担は実用化の障害となることも

-34-
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事実である。

この点で、平成10年度見直しに如、て、25.5円/k¥i山

の値が得られたことは、液体水素、ンステムの実現可能性を

高めるものである。

三むjて'FfJJの受け入れ、水素の大量輸政、大規嘆発電とν、ぅ

スキームだけでは必ずしも効率的なエネルギャ一利用の仕

方ではない。水素燃料の特性iこベストフィットする多様な

利丹j技術の開発も同時に促進すべきである。

(2)者rs市規模での水素導入予測矧面

ゴンドンを対象に、ハイタン⑧ CHythane、メタン/

点素混合ガス、米国HydrogenComponents Inc.の登指!:高

傑)の形で水素を導入することによる効果を次の 3つのシ

ナリ寸にもとづし、て評価した。水素導入量は、市域一次エ

ネル、平一快給の 1ゆもを水素で代替することを1m提にした〉
oアrargettedHyth加柑シナリオ
都市における大気環境改善に最も効果があると見込ま

れる白動車用燃料としてハイタン⑧を利用するシナリオ

②ハイタン⑧シナリオ

ノ¥イタン⑧を既存の天然ガス(都市ガス)分野におレて

利用するシナリオ

③角的某コンノtーターシナリオ(参照シナリオ)

白動車排ガ、スの環境負荷を抑制するために角劫某コンパ

ー夕、ーを用いるシナリオ。

このシナリオでは水素は導入されない。ノ¥イタン:xt，の

有効性を評価するための参照シナリオである。

ここでハイタン⑧導入の効果を評価する尺度として、

次式?定義される「プレミアムJの概念を用し、た。

水素導入のブOレミアム(ドノレ/GJ) 

水素導入により削減される外部コスト(ドル)

導入される水素量(GJ)

人一)1ンドン圏を 3つのエリアに分け(都L部、市街音li、

郊外的、自動車関斗にハイタン⑧を導入した場合のプレミ

アムを評価した結果は図2のようになり、外部コストを高

くえ績もった場合、者J);L部、市街部:で水素導入のベネフィ

ットが期待できることがわかったうこのような分析をもと

に、ドンドン各地t貨で、ハイタン⑮を導入する場合どのシ
ナリオが優位であるかを評価した結果を表らに示す。

つJ丸、て、同様の手法を用い、ロンドンと主忠正における

二ッチマーケットの評価を行った〉対象としt二ニッチマ、ー

--35 

資料

ケットは、集中型発電用タービン、分散型発電用リン酸型

燃料電池、高分子a電解質型開斗電池パスおよびエンジン車

タクシーである。その結果、外部コストを|高く見績もれば、

ロンドン者見、部ではタービン、東京者J);L、部では、パスへの

水素導入のフOレミアムが相対的に大きいことが分かった。

4. 2水素製造技術

高分子電解開莫を用し1る水電鮪支林7日 M 電解蹴f)に

関する第I期計画(要素研効の主要な研究課題は、電解質

臆/脚某謝亜/給電体聞の欄封劇を下げ、電解セル内で

のエネノレギー損失を小さくするような界面結合をっくり

出すためのJ政隅司発である。このために、 4つのセル製作

技術につし¥て競争開発方式で研究を進めてきた。 5Cたが

の研究室スケーノレの電解セルで、の研郊吉果で、は、概ね、電

流密度 1Ncm2で、エネルギー効率約 90%の値が得られて

おり、 部96%とl〆1う驚期協効率のデータも得られた。

50cm2スケーノレで、の結果をもとに、4種のセル作動矧校

評価し、?鵠包去、よひ幣来の大型化の観有、からポテンシャル

の高い2種一無電解メッキ法(化学メッキゆおよびホット

フ。レス法ーを選定した。

第I期目標を達Eける上で重要な点は、 50cm2の実験

室スケールで実見された崎投樹寺したまま25ωcm2に

スケーノレアッフ。出来るかど、うかである。そのために、電極

角的期蓄における角却期昔話壬や分散均一性の制御、闘西島幸合電体

の将骨化、給電体/耐媒電極/電解質瞬間の接合の均一↑生

市胸、循f駄量の最適化等種々の調誼につき研究を重ねた。

表6に叙x)四時金セノl-iこq て州謝サ蟻テ之ータを示す。

全てU方L タl語翻弄霊王が定常制調こ達してカものものである。

圧が鮒功漢なるも6刻、ホットプレス法無轡卒メッキ出V)

れJこおても、第 I期開品発目欄iïtc~ある、電嬬密度凶crn2

に料、てエネノLヰー競輪ヲヨ院を北回初強tlJ)2攻防cm2セソレを

開発することができた第I甥こ料、ては将東乃砂羽セル

スタック開野叫〉予備ステップヲとして、 4~ セノレスタックにつ

いてむ尚百平価を千百/¥表4と同等のぐ掛ミを得:n¥る。

なお、電解i話冊目発においてはセルの長寿命イ七が非常に

重要な課題である。第I期におし1ては、 50cm2のd型セ

ルで寿命二試験を実施した。今までに得られた成果の一例を

図3~こ示す。ホットプレス法による 50cm2セルの場合、

80
0

C、電~密度 lþJ cm2の条件において、初期 91.1%で

あったエネルギー安力率が徐々に低下し、約 2C州国0時間後

に84.0%まで低下した。この原因については、いくつかの

要因について解析して改善策を構じつつある。
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水素製造断j¥fの研究開発においては、より一層の高効率

固体高分子電解質水電解脱fJを可能とする新規な耐高温

固体高分子電解質膜の研究開発も実施している。

第 I期では耐鮒且度 2∞℃、同温度でのイオン伝導度

Q.1S/cm保終目標:1-2S/cm)を目標にこれまで、に 10種類

以上の候欄均質を合成し、熱去定性および電気伝導度の測

定を行った結果、フッ素化芳香族スルホン酸ポリマーの中

から有望な素材が見出された。このものは2∞℃まで安定

であり、かっナフイオンと同等に近いイオン伝導度約

O.任渇/Cm、を示した。

(まとめ〉

任滞I期目標f慌を有する 2抑制セルの開発に成功し

7こO

②第I期研究開発で得られたわレ↑蛸旬士、水電解セルとし

ては世界の最高水準のもので、あり、世界に誇れる成果であ

る。

③第 I期において、セル作製の基礎技術及び電極面積

25αbn2までのセル大型化t話fjが確立された。この成果

を基に、第H期における積層化電開曹の開発関滑に入るこ

とが可能である。

⑩耐高温固体高分子膜の研究開発においては、 2∞℃にお

いてO.lS/cmの特性を有する素材で、 50"---'2Cfrm2の膜を

作製し、電解セルを構成しセノ同封巨を刊面することを第I

期目標とした。第I期終了までに、 1仕m2程度の微小膜を

もとに、上記特性を有する電解質膜の可能性を示すことが

出来たが、電解セル用の湖莫、電角卒セノ叶乍製、惜制面は

達成できなかったO

信漸規耐高温高分子膜の開発においては、目標設定に問題

があったO すなわち、耐高温固体高分子電解質膜を用いる

水電紺矧干の現知りな操作条件は 120"---'150
0

C、圧力 10

気圧以下であることを考慮すると、耐熱且度は2∞℃とし

ても、イオン伝導度は想定操作条件下で、既存材料を上回

る必要がある。既存材料であるナフイオンが 80
0

Cで 0.1

"---'Q.2S/cm程度のイオン伝導度を有する以上、第H期では

120"-'150
0Cにおいてナフイオンを上回る性能を目標とす

るとともに、湖期鰍?の開発を重視する必要がある。

新規耐高温高分子膜の開発は重要な研究開発課題であ

るため第H期においてもキ断定すべきであるが、以上の考え

方にもとづき目標設定を再検討する必要がある。

4. 3水素輸送.Jt端技術

(1)水素液化指fJ

資料

ブゼ型で高効率な水素液化設備を検討するに当たり、液化

設備容量を3α)wnlday、プロセス効率を40%に設定した。

なお、現存の最大の液化設。需容量は初旬Inldayでプロセス

効率は30%程度である。

まず、各種夜化プロセスの候補として、下記5方式に

関する比較・検討を行い、プロセス効率、経済性等の点か

ら、水素クロード及びヘリウムプレイトンの2つのサイク

ルに絞りこんだ。

(検討した水素液化ブ》ロセス) ( )内は冷媒

・水素クロードサイクル 0k素)

・混合冷媒サイクル(水素と炭化水素の混合物)

・ヘリウムプレイトンサイクル(ヘリウム)

-ネオンプレイトンサイクル(ネオン)

-ネリウムプレイトンサイクル(ネオンとヘリウムの混

合物)

2つのサイクルをさらに運転性、経済性、構成機器等の

観点から詳細に検討し、最糊切こ水素クロードサイクルを

選定した。液化設備の構成機器のJ鰯尚問題点を検討をし

た結果、大容量、高効率の圧粥搬は現存の設備で枝用され

ているレシプロ式ではなく、直径1mを超える大型のイン

ベラ(動翼)を有する遠心式である必要があることが明ら

かとなったO 第 I期では、このmの遠心均部織の開発
のために必要なインベラの要素試験を実施し、第E期に予

定している最適設計のためのデータを整備した。

(2)液体水素タンカーおよび貯蔵タンク

下記仕様の実用規模液体水素タンカーおよび貯蔵タン

クの概念設計を完了した。

<液体水素タンカー>

-積載容量 2∞Pα肋n3(液体水素)
・船 速 37-46km/日割20-25ノット)

-航海日数

・自f弱」鵠佐

20日

11川泊Ikm(6，α旧海里)
-ボイルオフ率・ 0.2-0.4%/日

・貯蔵圧力 1.26X 1伊Pa(ゲージ圧、 0.25気回

・タンク型式 : (，砂自立角型2タンク方式

(b)ダブルスキン型球形4タンク方式

・船型 : (a)単胴船

(b)双胴船

(液体水素貯蔵タンク〉

-貯蔵容量 50，α肋n3(液体水素)

ρ

。
町
、

υ



水素Jこネルギ」ーシステムぬ1.24ラNo.2(1999) 

-ボイルオフ率 0.1%/日

@貯蔵圧力 1.2 x I()5Pa (ゲージ庄、0.2気圧)

@タンク型式

(砂粉末真空断熱による平底円筒員材曹及。味形貯槽

(b)粉末常圧断熱による平底円筒員持普及。味形貯槽

た)固手慎空断熱による平底円筒附曹及。精置円筒

日明曹

〈ゆ積層真塑折熱及ひ粉末真空断熱のメンブ、レン形

式Hni曹
4既含:設計にもとづき、技術開発課題の抽出を行った結果、

タンカ~， ß~蔵タンク共通の要素t話~Tとしてi記圏新繋甘蕎造

の開発が最も基本的かっ重要な課題で、あるとの結論を得

;ヒ第I期においては、液体水素貯蔵用断繋甘葺劃封旨式験

装置の設計、製作を終了し、各種断材についての基礎断熱

時!主および、断熱構造体(断熱材と支持材が複合した構造

備の断熱性tI盲判面試験を実施したO 本研究は第n期に引

き継がれる計画で、ある。

(;3)低温材料

液体水素輸送・貯蔵設備用候補材料として、SUS30どL

SUS:-H6LおよびA5083の三種を選定し、液体ヘリウム

雰間気下で、の官官設および水素脆化試験を行った結果、母材

上つも樹賠1)において脆化が顕著に生じ、樹妄部の制御が

壷要であることが明らかとなった。識鮒果の解析より、

ステンレス鋼の浩司妾の場合、経躍詰問こおけるかーフェライ

l~!量が最も重要な制御因子で、あることが見出されたG フェ

ライドはj容接施行欠陥(凝国時の割れ)を防くプこめに必要

であるが、一方で低温脆化の要因になると考えられている。

第 1期では、液体水素雰囲気下材料主題検装置を用い、

液体水素雰囲気下で、の引張試験、破壊靭性試験、疲労試験

を:主張dしこれらの誌験結果にもとづき、t割安ロ日の最直フェ
ライ、¥量および蔵庫溶接法の検討を行なった。

<'主とめ)

CJ)J=A2 3種の既桝オ料の液体水素雰囲気下での機械的性

質の間耐跡fを確立するとともに、データベースを作成し

②既存材料の常温及的夜体水素温度域で、の水素脆イ七l¥1を受

性に関する言刊耐弟府を確立するとともに、データベースlを

件あえした。

二記聞面の結果、 3種の既桝材ヰは、母材としては枕本

水素雰囲気で、十づ対吏用に耐えるが、溶接部については主j材

に比べ格段に低温靭性が劣化し、また f孔TS304L、

資料

SUS316L溶接部については水素チャージにより水素脆

化が起こることが砺忍された。

このため、溶接材料およ間割安法の改善あるいは開発が

必要であることが明らかとなった。

⑪夜体水素雰囲気下で、の材不特判耐効同士、実施できる研究

機関料紗トでもほとんど無く、本苛F究で世界最知告の矧面

技術を確立したことは世界的評価を得ている。

⑤長期的課題として位置づけられる研究開発項目であり、

将来、液体水素の大量輸法・貯繭跡?の実用化方課題とな

り、貯蔵タンク等からの要求条件が明確になった時点で、

材料工学出研究に移行することを育i践に、当面は材料基礎

特性の杷握、及びデータベース拡充を非断定するのが望まし

し、。

(却水素分散輸送・貯蔵用水素吸蔵合金

平成 5'"'-'8年度におし1てゆk素自動車用側斗タンクへ

の適用を前提とした有効水素

駒最量3重量%以上、水素放出ifuU支1∞。C以下の性能を

有する新規合金開発の方向性を決めるための調査研究を

主な内容とした。調査研究の結果、鞠由旬に高し¥7.1<.素吸蔵

能力を有するMg系合金について、i郎、水素吸蔵能力を維

持しつつ、現伏では3∞℃程度の高い水素放出温度を低下

させるt矧拍句可能性が示されたため、平成9-10年度にお

いて、以下の考え方にもとづき新規乱19系合金の開発に着

手した。

CD*i占品質Mg2Niのナノ構造化

・構造の舌比もた(非品質的な)粒刑事量:吸放出特性向

上

・ナノ結晶化:粒界体積増大による吸放出特性向上

②バルクの非品質化

・結品質Mg:Jぜi+結晶質Niのメカニカルグラインデ

ィングによる非品質Mg-Ni合金柑合成

・急、冷凝固法による非品質Mg開Ni合成

③非品質相を出発点とした複合構活計七、新規構造化

・非品質恥19-Niへの置換元素導入による複合構造-

{Mgo Mx:)-O'Ji・My)の合成

(まとめ)

①Mg-Ni合金のNiを一部Cr、Feで置換した、ナノ構

造五時質合金を合成し、Ar府邑下 150
0

Cで水素放出を確

認、した。

②IMg-NiのMgを一部Caで置換した(Mg、 Ca)-Ni非

品質合金を合成し、Ar気流中 125
0

Cで水素放出及び放出

内

iqu
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水素量料1.9重量%を砺忍した。

G耀報告冷凝固法により、各種比率のMg一Mg:Ni合金を
創製した。

④同志焼結法による新規合金 L3Mg2CU2を倉庫足し、水素

圧、 2MPaで、Mgより{足立昆で、の水素放出を砺忍したO

⑤これらの成果を基にMg系合金については目標性能を

有する合金開発の方向づけを行うことができ、第I期目標

係行規合金探索)を達成した。しかし、この方向だけでは必

ずしも目標合金開発の決め手あるいは見通しにつながら

ない。第H期の出来るだけ早い時期に、他の合金系も含め

て、開発の方向を定め、目標合金開発の見通しをつける必

要がある。

4.4水素燃焼タービン

水素を燃料とする発電姉は、高効率・無環境負荷発

電蛾fと特徴づけることができ、内容的には燃料電池発

電と水素燃焼ターヒゃン発電に苅!Jで、きる(図4)0第 I期に

おいては、このうち水素燃焼タービンの研究開発に重点

を置き、次の性能を有する水素燃焼ターヒ、、ンの開発を目

的とし、 5つの要素t話tfに分けて研究開発を推進したO

-プラント規模 5∞MW  

・タービン入口温度 1，7∞℃ 

・タービン入口圧力 50ata 

-発電措効率 > 60% 

①最適システムの評価・選定

②燃尭制街控訴府の開発

③主要持善成機器の開発(動・静勢

④主要補機類の開発(高温熱交換器、冷索呼Ij用)

@超高温材料の開発

このうち①につしては、 1悌6年度に 3方式を 1方市ト

ッピンク、再生サイクル図5)に絞り込み、研究開発を終了

した。

②lごつし 1ては、 4型モデルバーナーによる保炎揃梓の基

礎検討を経て、現在、 3種類の燃焼器につき、ブ型燃焼誌験

装置を用し、る、実詐~5∞MW)の 10 分の l スケールの 1 管

分相当バーナーの性能訓面言搬を終了し、最車燃焼器を選

定した。

③については、タービン翼冷去間帯造の設計・評価研究の

結果、既存の単結晶合金材料で設計可能であるとの見通

資料

しが得られている。翼冷去同帯査としては、タービン入口

温度 17∞℃、発電出効率(高位発熱量基準)6似以上を達

股する上で可能性ある 3種類の翼冷去陣前置を選定し、翼

姉増設により性能を剖面した。

・回収式内部(対揃冷却(動・静望号、冷去~某:スチーム

.ハイブリッド冷却(フィルム冷却+回収式内部冷却)

(動・静勢、冷去H媒:スチーム

・水冷却(静翼)/回収却す献令却働翼)、融!蝶:水(静翼)、

スチーム(動翼)。

試作した翼(翼高さ約4白nmで実機(5ωMW)用の約2分

の 1 サイズ)について、冷去~p強旨刊面を行った結果、 3 方

式がほぼ同等の↑封告であるとの評価結果となった。最終

的に品直冷去防毒造を決定するのは第H期の前半になる予

定である。

⑤タービン入口温度が 17∞℃を越えるレベルのターヒゃン

の場合は新規材料の開発が必要となる。~のタスクでは、

次の5顧買の候補許オ料につき、超高温下で、の機械澗変等

を評価し、 17∞℃を越える高温域で用いるタービン音防才

への適用可能性を評価した結果、いづれも誌験ピースレベ

ルで、は超高温域への適用が可能で、あることが明らかにさ

れた。

・単結晶合金+FRCハイブリッド冷却翼材料、

.単結晶合金翼用新規TBC、

・政令去陪日品用セラミックス系複合材料CMC/長鰯船、

.弱J令去問品用セラミックス系多重構造材料CMC)、

・無J令去問品用 C/C及び弱冷去附品用 CMCの3次元織

品齢差合材料

(まとめ〉

q湯適システムの詞面・選定は、 5∞MW級実規模システ
ムの設計ベースでの刊面の結果、効率61.SOlc。の値を示した

トッピンク、再生サイクルを選定し、目標を達成したので、

1996年度をもって終了した。

②勝脇市噺可耕fにつしては、 3構頁の燃焼器より最直樹tf

を選定し、目標を達成した。

③主要非善成機器の開発においては、 3種類の翼冷去晴造に

つしての第一次翼手指験の結果を基に、 3方式とも優れた

t静府であり、優劣の差をつけ難いとの結論が得られた。

本項目は、次の2点で画期的成果を収めた。

• 17∞℃のスチームという、実ガスによる翼安倍増換を
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実施し、所定のデータを取得し、聞間西に併する

ことができた。

。いづれの冷却方式による翼も、短時間での耐久性には

問題がなし、ことが明らかlこなったO

④長時間の耐久性については冷去防支術と遮熱:コーティン

グ、fサオの高温耐久性の課題とを組み合せた総合的な検討

が必要で、ある。この意味で高直翼冷去貯蛾的選定のために

辻第H期に継続予定の第二次、第三次の翼)71島建設に基づ

く1;、円西のサノクルが必要である。

(弘包高温材料については、候補材料のすべてにつし¥て、素

t;fj試験片レめこルでいづれも耐食・遮熱コーティングを含め

て17αrcを越える超高温条件への適用可能性を明らかに
し、第 I期目標を達成した。

4. !jその他の利用技術

;若 Z 期においては、水素利用t矧~fこついては、大規模@

集中型利用t矧干のーっとして水素燃焼ターヒーンの研究開

発に屯長を置き、分散型利用技術についてはプロジェク

トで取り組trべき課題を明らカヰこするための調査研究を

1Jなったうその結果次の 4つの課題を抽出し、それそヨ/し

のJ頁nについて研究開発課題等詳細な検討を行ったO
(段助J]発生#話眠水素デ、イーゼル・コージェネし〆ーション

システム)

②水素自動車燃料電也車)

C;D，IivK素供給国体高分子型燃料電池
④水素供給システム 0.k素供給ステーション)

水素ディーゼルエンジンを用いるコジェネレーション

ンステム(凶())については、 1997年度(平成9年周より水

素噴射システム及びレーザー着火を含めた水素着火シス

子ムの要素言試験を行っt=-a第E期において、]∞kW級の

単筒ご二ンジンの設計・試作・通事語埼食を行なう計画であ

そ:，)0

水素自動車、来車水素供給固体高分子型燃料電池及び7k

素供給ステーションについては、第H期から研究開発在

スタトさせることを前提に、研究開発課題の抽出、開

発すべき設備j等の仕様の検討を行なったコ検討に当たっ

ての基本的考え方は以下の通りである。

くQ7K素白動車は水素吸蔵合金タンク搭載燃料電拍車を対

象どするが、自動車本体については、自動車メーカーが

資料

国の資金援助無しに開発を進めるF部皆にあるため、自動

車本体の開発は明月日-NETプロジェクトでは行なわないJ

②水素吸蔵合金タンクには、可能な限り本プロジェクト

で開発中の新規性能水素吸蔵合金を用いる。

@J.k素供品合ステーションには、メタン(都市ガ、ス)水蒸気改

質型、水言語曜、メタノーノレ改質型などを検会開象とす

るが、このうち水電解型水素供給ステーションには、

旧畑Tプロジェクトで、開発中の固体高分子割手質水

電解法を適用する。このシステム例を図7に示すの

④水素供給ステーションと自動車とのインターフェース

に係わる技術、例えぼ燃料タンク、燃料タンクへの水素

急速知真法キ安信刊面などは自動車メーカーの協力を得

てプロジェクトです信生する。

(まとめ〉

笹濁力発生J支術WGにおいてはディーゼルエンジン、ガ

スエンジン、スターリング、エンジン等、輸i封幾関WGで

はエンジン車燃料電池車ディーゼル車ノ¥イブリッド

車等、。鴇合引TGではスタンドアローン水素性場合ステーシ

ョン、民生用ガス、液体水素材話システム等、また燃料電

池WGでは水素燃料を前提とした各理燃料電池等、非常

に幅広く検討を加え、最附句に上記4項目を研究開発に着

手すべき重点課題として選定した。

⑫量定された 4項目のt蹴市司発達掬支i詰弐下の通りであ

る。

-動力発生J耕元7](素デ、ィーゼ、ルコージェネレーション

システム):単原子ガス循環型による高効率水素デ、イ

ーゼノレシステムの成立の可能性を検討し第H期の単

筒機開発に必要なデータが取得出来た。

リk素自動車 水素自動車に特化した要素技術として

水素貯蔵合金タンク、供給カップリング等の開発課題

を提案できた。また水素自動車の{厨立性引幕入シナリ

オ、導入のための課題を明らかにした。

-水素仲合システム 中規模都市におけるノk素導入の

可能性と課題を明らかにしたほか、水素自動車用ステ

ーション実用の可能性と一課題を明確にした。

・燃特融 国体高分子型捌斗電也iこつして概念設計

を行い、水素利用のメリットを明確にしたほか開発提

案をまとめたけ

③上記 4件の他に液体水素の冷熱を利用した酸素製造技

術の調査も行い、深冷法及び(尉昆VSA法についてシステ
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ム構成を明らかlこし、各水素手リ用設備に適用する場合の適

用範囲と利用指針を明確にしたしかしこの捌批液体水

素がある規模以上で#輸されることを前提とするため、水

素エネルギーの導入促進を図るための小規模・分散利用技

術の開発とは必ずしも整合しない。したがって、本研究開

発は第I期で中断し、将来に備えるのが妥当である。

4. 6革新的関先導的技術

日TE崎NETは長期プロジェクトであり、これを推進して

して上で、将来的には有望ではあるものの当面の開発対象

t掛から外れてし治時肋・先単世話時が成熟してくるこ

とも大いに考えられる。また、在来型捌ffこついてもその

矧故良等動向によっては、 WE-NET構刷局背のひとつ

資料

として取り込みが必要となってくることもあり得る。この

ような革嘉納・先導財姉、在来型蹴fにつしての調査・

検討・評価を行い、必要に応じて最小限度の要素研究をも

行うことにより、有望蛾fをフ。ロジェクトに反映させるこ

とを目的に、常日寺、国内外からの提案に対して開カれた体

制をとり、 t訴育、ンーズ、の発掘を行ったO

その結果、1993-1998年度の聞に34件の提案〈国内29

件、外国5件)を受けることが出来た。これを「革薪的・

先導的捌澗発に関する調査・検討委員会Jにおし、て刊面

し、有望と判断されたものについては、フィージピリティ

ー朝関を実施した。フィージピリティ-1iJf究を実施した課

題は以下の通りである。

年度 アーマ

H7 太陽熱利用による水素製造の可能性
(1995) 夜間電力利用による水素製造の合理性
H8 水素内燃スターリングエンジン調査研究
(1任泊) 両;量水蒸気電解を利用したシステムのま話j;J的・経済的検討

太陽新Ij用による水素関連技術の経済性の調査

光変換プロセスのシステム効率の比較

H9 波長帯域別に太陽エネルギーを有安婦Ij用する水素製造の検討
(1997) 磁気冷凍断j;Jによる大規模な水素液化の経済性検討

バイオマス水素の可能性検討

HlO メタノール発電、ンスァムに関する調査研究
(1998) 概lOG念W設/計年の生産プロセスによる両変換効率対易電池の高効率生産、ンステムの|

太陽エネルギーを有効利用する水素製造の検討

水素燃焼用触生駒寸料の調査と触媒燃焼システムの検討

水糊合成法による両駄蒸気電解/固体酸イ働側電池セル憾の樹尚・ l

経済的評価

(まとめ〉

①本研究開発では、外部からの提案に対して常時門戸を聞

き、革手崩句・先導的梯府シーズの発掘に努めた。その結果

合計34件の提案を受けたことは一つの成果で、ある。

@涼斤規提案を募る際のt姉範囲をかなり広くとったため、

提案内容が、要素t謝訪￥らシステム1話貯まで参岐にわたり、

l司一尺度での評価を困難にした面がある。

③第I期の結果は、水素エネルギ-1話I'j分野で、の“革新

的・先導的技術シ」ズ'の発掘は容易ではないことを示し

ている。これは、既に20年以上の研究のつみ重ねの中で、 5.1第E期計画の基本的考え方

出るべきアイデアは出されてし、るとしづ事情によるので 岡国NET発足時のプロジェクト全桝耕、では、研究開

あろう。 発期間が平成 5 年(992)~32 年(2020 年)とされ、第 I 期

④今後はシーズ探索の飽時を、水素の分散利用t話相こしぼ

ることも検手fすべきである。

⑤第I期で、実施した延べ14件のフィージピリティー研究

の結果講を総合的に開面し、研究開発に着手すべき課題を

選定し、第E期において研究開発を実施することが望まし

。
、、‘IU
V
 

5司第E期研究開発計画
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研究開発におしては、海外で再生可能エネノレギ」ーから箆査

される水素を念豆頁に置く長期的な視点に立ったt効"j開ノ発
J託生めてきたが、 WE-NET研究開発を巡る情勢の変化及

て戸石井究開発の現伏、並びに諸外国におけるf矧f開発の動向、

e"らト二 E業技併市完による中間評価及びプレ最糾評価を踏
士えると、第H男1研究開発においては、水素が優位性を発

問できる可能性のある分野(ニッチマーケット)への判明

導入も視野に入れることが重要であると考えられる。

こt:，らの考え方を基にして、第H期研究開発の進め方の

険討に、当ってーの基本的考え方を以下の4項目としたっ

資料

トや現在の化石燃料による火力発電を代替する水素燃焼

タービンシステムを実見するための闘f開発が該当する。

(3)水素の分散利用技術の開発の促進

第 I期研究開発基本計画においては、水素利用t話"jを水
素燃焼タービンとその他の利用捌市こ分類しており、再生

可能エネノレギーの大規模利用としてーの水素燃焼タービン

の研究開発に主点が置かれたものとなっていたが、第E期

においては、優れた特性を有する水素エネノレギーの十士会へ

の導入を力同室するため、分勝IJ用樹木?に亘点を置く O 具体

的には、 C02排出量の約 2害1]を占める運輸部門における

研究開発期間の設定と全体構想の関係の書写!~ 水素エネノレギーの導入を図るため、水素自動車システム及

二三一サンシャイン計画における制配女革(平成9El び水素イ掛かテーションに係るt蹴開発を開始する。

JJ);こ基づき、第H期研究開発の期間を平成11年度~明£

日明支(5年間)とする。ただし、本プロジェクトは長期視 ゆ水素の調達手段の多様化

以に立つ、た「全f材蕎想」に基づくもので、あるから、第m期 再生可能エネルギーの水素による国際的な大量輸必は、

以|咋(平成 16年度，，-，)の研究開発の柄生を想足fした上で¥ 第I期研究開発の成果に基づくと、 2030年頃から 2040

研究開発の内容を決定する。第皿期以降の実施の是非は、 年頃にかけて実射ると見込まれる。したがって、短期及

二業J絹布完による研究成果の評価等を踏まえて決定されノ び中期については、原則として国内での水素調達を検討せ

るhのである。 ざるを得ない。水素の国内で、の調達に当っては、都市ガス

実月化時期jによる研究開発項目の区分(1短期j及びr1ti

期|の概念の導入)

水素を媒介とした再生可能エネルギーの地球規模での

，-fljfiJシステム(し1わゆる WE-NET)の導入に必要な要素技

桁在長期の研究開発項目とし、新たに短期及び中期の研究

開発項目を追加し、 WE-NET の楚見まで、の間σ袖渡的7J~

JJ'(素の導入を促進する。

具体的には、水素エネルギーに関する研究開発項目を、

技桁開発の見通し、経済性等の評価を行い成果の実用化時

期そCNJlリした上で、以下の3つに分類し、それぞれに応じ

た研究開発ぴ〉目的、課題及び目標を設定する。

3;洪瑚の研究開発項目 :2010年頃までに成果の実用化

が期待できるもの

②中期の研究開発項目:2010"-'2020年の聞に成果の

実用化が期待できるもの

包〉長期の研究開発項目:2020"-'2030年の問に成果の

実用化が期待できるもの

質調j及び中期の研究開発項目とは、具体的には、水素吸

厳合令、水素白動車関連梯~j、水素供給ステーション等が

該??する。

長期の研究調発項目とは、大規脚注水の電気分解フ。ラン

〈天然ガス)の改質、コークス炉副生水素やソーダ電解副生

水素等のオフガFス、オフヒ。ーク電力を利用する水電解、石

炭のガス化等様々の方法が想定される。

5. 2第E期研究開発の概要および目標(表7)

(1)水素利用梯好

①動力発生槻j(ヰ『賜

・環境景簿財質無排出、送電嵩効率 45%程度及ひ総合

効率 85%以上(高位発熱量基準)を達成しうるコージェネ

レーション用の、単筒機で1∞IkW級水素デ、イーゼルエン

ジンを開発するO

. 1∞岡市ディーゼル単簡機の開発・連続運車試験を

実施し、実用化のための研究開発課題を抽出するO

②水素自動車システム(短期)

.7J<素伊手合ステーションからの供給を考慮した水素燃料

電池自動車の燃料系システムの要素j蛾開発を行う。水素

供給ステーションと組み合わせた水素自動車走行システ

ムの抑荷蒐正を行うとともに、エネルギー効率等につし 1て

三平価を行う。

@済、電水素供給国体高分子型燃料電池(短期

-送電出効率45%街頭高位発熱量基準、低位発熱量基

準で50010割弱を達成しうる純水素燃料に適合した燃料電
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池発電システムの要素t話打を確立し、定置用 30'"'"'50kW

級発電システムの実証を行うの

④水素{共存合ステーション(短期)

-水素自動車への燃料側企を目的としたスタンドアロー

ンタイプ3の水素供給ステーションの要素t話好及びシステ

ムイ凶訴時確立するため、実用規模の水素開館肋の 10

分のけ盟主に相当する30Nm明寺の小規模試験システムの

開発、実証を行う。

(2)水素製造J跡if(短期、長期)

@同体高分子電解質ノk電解i去に関するt脇市司発を行い、

電流密度lNcm2以上、エネルギ〕変換去赤字引P。以上の性

能を有する電極面積25C除m2の積層イ七割捕を定見する。

また、既仔材料と同等以上の↑封Eを有する耐高温固体高分

子割干質膜を開発する。

・ノk素イ翼手会ステーションの研究開発と連携して、小規模

水素製造システム(電極面積1αfrm2、積層劫の開発を行

フJ

-長期的には、謝画面積 10Cfrm2以上、電流密度 1'"'"'

:iAlcm2におし 1てエネノレギー効率W%以上の積層化電開曹

を開発する。

(:3)水素輸送・貯蔵技術

①j夜体水素輸送・貯蔵f訴打(長期)

-液体水素の輸送及び貯蔵に共通する断実相:蕎造の開発を

行うとともに、液体水素ホ。ンフ〉の要素技術開発、液化用水

素JE縮機等の概念設計を実施する。

②低温材キ判長期)

-液体水素雰囲気下での材料特性試験を行うとともに、

最適溶接材料及び動車溶接法に係る要素技術開発を実施

する。また、材料特性データベースの拡充を図る。

(心水素分散輸送・貯蔵用水素吸蔵合金値調)

・移動体及び定置式設備への適用を目的として、有効水

素吸蔵量3重量う/。以上、放出温度1印fC以下、 5，α)()サイ

クル時の吸蔵能力が初期の9QD/o以上で、ある水素助嵩合金

の開発を行う。

(砂革新的・先導的断"T

-水素手'J用、水素製造、水素輸送・貯蔵に係る蹴fのう

ち、上記，(1)'"'"'ω以外の革新的・先導的J効析について並行

的に調査及び基礎研究を行う。

資料

(ゆシステム研究

①システム評価

-再生可能エネルギーとともに、化石燃料等から製造さ

れる水素も前提どした種々の水素利用、システムのエネル

ギー効率、環境性及。帝王済性を評価し、水素導入のための

戦略を検討する。

-上記の(1)'"'"'(6)の各研究開発項目聞の調整等を行い、

研究開発の統+的十信生を図る。

G2:安全対策

・実験による検証を元に、安信判面手法を確立するのま

た、予備的な安全評価を実施し、結果に基づき、安全設計

基準の検討を行う。

③その他

本研究開発に関連する国際研究協力及び国際的情報

交流を推進する。

表1WE-NETプロジェクトのタイムスケジュール

期間(年度) 研究開発の位置づけ

第 I期 1993-1998 調査研究、要素研究

第E期 1999-2003 短期研究開発項目システム実証
中・長期研究開発項目システム要素

技術開発

第E期 2004-2008 中期研究開発項目システム実証

長期研究開発項目要素技術開発

第N期 2009- WE-NETモデルシステム実証
以降
」ー 」

表2第 I期研究開発項目および目標

ヨ一ムて
ア

計

策

頃

一

久

設

対

一

応

念

全

土

ド

概

安

全
一
・

目標

・各干重水素輸送媒{本について全体システム

概念設計、経済性評価

・水素導入予測評価

つj<.素の安全性調査、安全確保のための筏

術開発課題抱出

電極面積 25COcm'
電流密度 lAJcm2

エネルギー効率~ヲ0%

2.7l<素製造技術

(PEM水電解法)

3. 7l<素波化筏術

4水素大量貯蔵技術

5水素大量輸送技術

6低温材料

300t/davプラントの概念設計

3万m'液体水素貯蔵タンクの概念設計

20万町液体水素タンカーの概念設計

候補材料の液体水素雰囲気下材料特性把

握、デ一歩ベース作成及び材料適性評価

7.7l<素分散貯蔵輸送筏術1:有効水素吸蔵量30/0以上、水素放出温度
lOOOC以下、 5000サイクル後、初期の90%
以上の性能を有するtv[}j(水素吸蔵合金)

の探索

8水素燃焼タービン |ヲーヒン入口温度 1700
0

C 
発電端効率 60%以よ

を達成しf尋る最適サイクル、燃焼制御方式、
及びタービン翼冷却構造の決定

9その他利用技術 |有望利用技術の他出・要素技術開発

10.1革新約・先導的筏術 l有望筏術の締出獄念倹討・要素研究
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貯 蔵 海上愉送:貯 蔵 エネルギ輸水素利用

(製造地消費地)送媒体c::)

盗塁主主

図1 液体水素、メタノール、アンモニアシステムの構成

表3 エネルギー収支の比較 単位 10'kcal/年.(出)

項 目 液体水素シATJ. JUーんiATム 7ンモニ7シATム

条
輸水タ送電ー距解ビ効離ン率出力 ((Mk WIII ) ) 

1. 000 1. 000 1， 000 
5.000 5.000 5.000 

{牛 %) 90 86 86 

入
水力発電エネルギー 12.477 (100) 9.041 (52.7) 16.256 (98.3) 

石炭エネルギー 8，123 (47.3) 

カ
Fンカ燃料(c重油) 275 ( 1. 7) 

入力計 12.477 (100) 17.163000.0) 16.531(100.0) 

水素製造煩失 986 (7.9) 1. 258 (7.3) 2.110 02.8) 

石炭ガス化損失 1.044 (6.1) 
煩
窒素ijg!造慎失 334 (2.0) 

液 イヒ 煩 失 2.465 (19.8) 

iにLコ 成 f員 失 4.019 (23.4) 2.457 (14.9) 

失 輸送中損失 87 (0.7) 271 (1.6) 275 (1.7) 

その他損失 150 ( 1. 2) 

3.688 (29. 6) 6，593 (38.4) 5.176 (31. 3) 

到着工ネルギー 8.789 (70.4) 10，570 (61. 6) 11.355 (68.7) 

改質(分解) ・精製f員失 1.781 (10.4) 2.566 (15.5) 

水素エネルギー 8.789 (70.4) 8，789 (51. 2) 8.789 (53.2) 

タービン熱煩失 3.515 (28.2) 3.516 (20.5) 3，515 (21. 3) 

発電エネルギー(発電端) 5.274 (42.3) 5.274 (30.7) 5.274 (31. 9) I 

所内電力!員失 570 ( 4.5) 1. 012(5. 9) 1. 487 (9.0) 

発電エネルギー(送nuお) 4.704 (37.7) 4.262 (24.8) 3.787 (22. g) 

表4 液体水素、メタノール、アンモニアを用いる

WE-NETシステムの発電コスト比較

制素」メタノール アンモニアl条 づk素燃焼タービン容量 1000MW 
.J)<，力発電電力価格 ￥2/kWh 

司輸送距離 5000km 

発l-l6電~コ8年スト度(試円算/kWh) 
32.6 30.8 3'2.9 

(24.7) 

日¥0年度見直し 25.5 25.6 26.4 

(19.5) 

到着燃料コスト算(円/Mcal) ¥0.6 6.0 6.9 

日6-8年度試

III 0年度見直し 9.2 

到l-l6着~水8年素度コ試スト算(円川01)) 32.2 
一一一一一一一一

HIO年度見直し 27.9 

( )内 CO，回収なし
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表5 ロンドンの各地域で優位性を有するシナリオ

優位性を有するシナリオ

外部コスト
都心部 市街昔日 郊外

High TH TH C 

トー一一一一一→

Mcdian H H H 

Low H N N 

l-li芭h 環境に対する外部コストが高い場合

Median環境に対する外部コストが中位の場合

Low 潔境に対する外部コストが低い場合

THターゲツトノ¥イタン、 H ハイタン、 C 触媒コンバーター、

N 該当なし
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無電解

メッキ法

ホット

プレス法

> 
出

1.70 

1.65 

制1.60
ム

キJ

1.55 

1.50 

電極面

積(cm2)

2500 

2500 

2500 

2500 

表6国体高分子電解質水電解法の代表的性能データ

膜厚 積層数 エネルギ セル電
運転条件

(μm) (セjレ) 一効率(%) 圧(v) 'Zi目11111困~えz 圧力 電流密度

('C) (Ncm2) 

90 93.0 1.57 120 O.4Mpa 

90 4 92.6 1.57 120 O.4Mpa 

52 96.5 1.553 80 常圧

52 5 94.4 1.563 80 常庄

図350cm2セル耐久性試験(ホットプレス法)

1莫 B4-100μm

電解条件 800C.常圧・

電流密度・ lA/cm2

備考

触媒極担持量
陽 -二酸化イリジウム

2-2.3mglcm2 

白金黒 Imgジ/cウmムZ 
陰極・二酸化イリ

2-2.3mglcm2 

白金黒 Imglcm2

触媒担持量

陽極:二酸化イリジウム

3mglcm2 

陰極:白金黒 0.5mglcm2

o 2.000 4.000 6ρ00 8，000 10.000 12，000 14，000 16.000 18.000 20，000 

高効率・無環境負荷発電システム

分散型

小容量

エネルギー密度小

集中型

大容量

経過時間[hrJ

エネルギー密度大

単原子ガス 排気タービン争口....I排気タービン
担回

酸素供給

図4 水素燃焼タービンの位置づ、け 図6単原子ガス循環型水素ディーゼル
コージェネレーションシステム
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[喧ヨ
W:Hi巨hF'ressure Turbine(中高圧ターピン)
i-': Int三rrnediatePress町 eTu巾ine(中圧タービン)
i ffT: Interllediate High Pressure Turbine(中高圧タービン)
I LT: Interllediate Low Pressure Turbine(中低圧タービン)

. Low Fressur巴 Turbine(低圧タービン)
U:: Low F'ressure Compr巴ssor(低圧圧縮機)
汁C:High F'ressur巴Compr巴ssorC高圧圧縮機)

GI到:Generator(発電機)
HHI3L: Heelt Recovery Boileパ排熱回収ポイラ)

COND: Condenser(復水器)
C[J. Condensate Pump(復水ポンプ)
81中 BoilerFeed Pump(加l王ポンプ)
D巳々 DeaeratorC脱気器)
CI3. Combustor(燃焼器)
HIコCB:High Pressure CombustorC高圧燃焼器)
LiJCB: Low Pressure Combustor(低圧燃焼器)

市

lJく

71<電解装置

ま氾Nm'/h

資料

図5 トッピング再生サイクル

タービン入口温度 1700
0

C、タービン入口圧力 47.5気圧

発電端効率 61.8%

水素吸蔵合金

3.ぽXlNm'

ディスペンサー

図7水電解十水素吸蔵合金貯蔵設備型水素供給ステーションの概念図
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表7WE-NET第E期研究開発項目および目標

研究開発項目

(1)水素利用技術

①動力発生技術

第E期の目標 I (参考)最終的な目標【実用化時期】

水素ディーゼルエンジン(100kW I 水素ディーゼルエンジン
級単筒機)技術の確立 I (600kW級システム)

②水素自動車システム | ・燃料系システムの要素技術
開発
・供給ステーションと組み合せ

て技術実証

③純水素供給固体高分|定置用30""50kW燃料電池
子型燃料電池 | 送電端効率:約45%(HHV 

基準)(LHV基準で約50%)

④水素供給ステーション|供給能力:30Nm3/h 
(実用規模はこの10倍)

(2)水素製造技術 | ・水素供給ステーション(電極

(3)水素輸送且貯蔵技術

面積1000ccm2、積層型)へ

の応用
・積層化電解槽
電極面積 :2500cm2 

電流密度 1A/cm2

効率 90%以上

①液体水素輸送・貯蔵 I (第E期での内容)
技術 |要素技術開発

送電端効率(HHV基準):約45%

総合効率(HHV基準): 85%以上【中期】

間左 【短期〕

間左 【短期】

同左 【短期】

同左 【短期】

面積層化電解槽

電極面積 10000cm2以上
電流密度 1""3A/cm2 

効率 90%以上 【長期】

液体水素輸送・貯蔵技術の確立【長期]

②低温材料 (第E期での内容 低温材料の開発 【長期】

低温材料データベースの拡充等

(4)水素分散輸送・貯蔵用|有効水素吸蔵量:3wt% 同左

水素吸蔵合金 |放出温度 100
0
C以下

5000サイクル時の性能が初期の
90%以上

(5)革新的・先導的技術 I (第E期での内容)

(6)システム研究

革新的・先導的水素製造、輸送・

貯蔵、利用技術の調査

⑦システム評価 I (第E期での内容)
水素導入戦略の検討

②安全対策 I (第E期での内容)
安全評価手法の確立
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